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静岡県　

　　一人当たり約35万円

　　全国36位

　　(低い方から12番目)

厚生労働省資料
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品名 効能・効果 薬価（収載時）

ゾルゲンスマ点滴静注 脊髄性筋萎縮症 約１億6,700万円

イエスカルタ点滴静注
びまん性大細胞型

B細胞リンパ腫 等
約3,400万円

キムリア点滴静注
急性リンパ芽球性
白血病 等

約3,300万円

ステミラック注
脊髄損傷に伴う機
能障害等の改善

約1,500万円

レカネマブ（一般名） アルツハイマー病 約298万円

単価が高額な医薬品の例
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◆ 加入者

　　７５歳未満の自営業や無職の人など

　 （R4平均 734,440人）※静岡県市町国保被保険者

◆ 運営主体

　　県・市町（加入者の窓口は市町）　ほか（国保組合）

◆ 保険料

　・ 世帯ごとに納付

  ・ 市町ごとに異なる賦課方式・料率

　・ Ｒ４静岡県の一人当たり保険料  102,100円／年

  　(Ｒ４静岡県の一人当たり医療費　396,629円／年） 

国民健康保険制度
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昭和３６年４月　　国民皆保険体制が確立

平成３０年４月　　国保制度改革
　　　　　　　  　県と市町の共同運営を開始

静岡県国民健康保険マスコット

国民健康保険制度の沿革

・県国民健康保険事業特別会計を設置

・国民健康保険運営方針 を策定
昨年度、第３期運営方針（R6ｰR11）に　　

　　　改定しました。
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○増大する医療費

　全国約42兆円【静岡県　約1兆1千億円】

○国保の構造的な課題

　加入者の年齢構成が高く、医療費水準が高い

　　　 　 〃　　   　　　　　所得水準が低い     など

平成27年度改正法の成立（改革の背景）
【 国民医療費 10年ごとの推移 】

平成30年度新制度の施行（改革の目的）

○医療費の適正化

　・予防・健康づくりの推進

　・後発医薬品の使用促進　など

○国保財政の安定化

　・財政運営の県単位化

　・公費拡充（低所得者への財政支援等）など

国民健康保険制度を持続可能なものとする

制度改革の背景と目的
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改革の方向性

１．
運営の在り方

 (総論)

○ 都道府県が、当該都道府県内の市町村とともに、国保の運営を担う

○ 都道府県が財政運営の責任主体となり、安定的な財政運営や効率的な事業運営
の確保等の国保運営に中心的な役割を担い、制度を安定化

○ 都道府県が、都道府県内の統一的な運営方針としての国保運営方針を示し、　　　
市町村が担う事務の効率化、標準化、広域化を推進

都道府県の主な役割 市町村の主な役割

２．
財政運営

財政運営の責任主体
・市町村ごとの国保事業費納付金を決定
・財政安定化基金の設置・運営

･国保事業費納付金を都道府県に納付

３．
資格管理

国保運営方針に基づき、事務の効率化、　
標準化、広域化を推進

※４．と５．も同様

･地域住民と身近な関係の中、
  資格を管理(被保険者証等の発行)

４．
保険料の決定
賦課・徴収

標準的な算定方法等により、市町村ごとの
標準保険料率を算定・公表

･標準保険料率等を参考に保険料率を
決定

・個々の事情に応じた賦課･徴収

５．
保険給付

・給付に必要な費用を、全額、
市町村に対して支払い
・市町村が行った保険給付の点検

･保険給付の決定
･個々の事情に応じた窓口負担減免等

６．
保健事業

市町村に対し、必要な助言･支援 ・被保険者の特性に応じたきめ細かい
保健事業を実施  （データヘルス事業
等）

国保制度改革の概要（都道府県と市町村の役割分担） 厚生労働省資料
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静岡県国保運営協議会
■主な審議事項
　・国保事業費納付金の徴収
　・国保運営方針の作成
　　　　　その他の重要事項
■委員
　・被保険者代表
　・保険医又は保険薬剤師代表
　・公益代表
　・被用者保険代表

県 市町

国保運営方針
連携会議

■主な審議事項
　・国保の安定的な財政運営
　・国保事業の運営の広域化･　　
　  効率化の推進
　・運営方針の作成及び変更 
■構成
　・市町課長
　・国保連合会
　・県国保課長
■下部組織
　作業部会、ワーキンググループ

諮問・報告 答申・意見
市町国保主管課長等会議

■主な審議事項
　・事務手続き
　・調整事項　など
■構成
　・市町課長
　・県国保課長

諮問・報告 答申・意見

運営方針に定めた事項について、毎年度の取
組内容や実績評価を、運営協議会及び連携
会議･市町に報告し、継続的な改善を図る。
【準拠:都道府県国民健康保険運営方針策定要領(厚労省令和５年６月)】

国保被保険者(住民)

国民健康保険法第11条第1項
市町国保運営協議会

■主な審議事項
　・保険給付
　・保険料の徴収
　　　　　その他の重要事項
■委員
　・被保険者代表
　・保険医又は保険薬剤師代表
　・公益代表
　・被用者保険代表（任意）

国民健康保険法第11条第2項

静岡県国民健康保険運営に当たっての連携体制
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項　目 概　要

期間 　令和６年度から令和１１年度の６年間とする。

財政の見通し 　市町における決算補填のための一般会計繰入の解消を目指す。

保険料水準の統一
　将来的に「保険料率の完全統一」を目指す。
　本運営方針では、統一の第一段階として「納付金ベースの統一」を
　目標とする。

国民健康保険運営方針の改定

◆ 国民健康保険運営方針とは　　　　　　

　国民健康保険が将来にわたって持続可能で、安心して医療を受けられる制度となるよう、
　運営の基本的な考え方を取りまとめたもの。

◆ 改定の概要（ポイント）　　　　　　

◆ 改定方針　　　　　　

・これまで主に負担を担ってきた現役世代が減少し、保険者規模が縮小していくことなどを
　見据え、県と市町が一体となって安定的な財政運営を図る必要がある。
・国の方針に沿い、保険料水準の統一に向けた取組をより一層明確に示すとともに、医療費
　適正化等の推進を図る。
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国保が抱える構造的課題

◆ 年齢構成が高く、医療費水準が高い

◆ 所得水準が低い

◆ 保険料（税）負担が重い

◆ 決算補填目的の一般会計からの繰入

◆ 小規模な保険者は財政運営が不安定になりやすいリスク

◆ 市町間の差異（保険料賦課方式、収納率、保健事業、 保険料の

 　減免基準、 など）

保険料水準の統一について

17



　

● 県が財政運営の責任主体となり、県内市町が一体となって支え合う

　 ことで､財政規模・保険者規模を拡大し､安定的な運営が行える。　

● 県内市町が一体となって支え合う趣旨からすると、県内市町の

　 保険料水準も平準化されることが望ましい。

● 県内市町間を被保険者が異動しても、保険料水準に変化がなく、

　 被保険者にとって公平に感じられる。

保険料水準の統一の必要性
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・αの引下げ（医療費水準）
・賦課方式

　・国⇔県公費の取扱
・審査支払手数料の取扱

＋

Ⅱ標準保険料率（県）

Ⅲ保険料率（市町）

Ⅰ　納付金ベースの統一
（保険給付費に係る統一）

・統一の第一段階
・2030年度の達成を目指す

Ⅱ　標準保険料率の統一
（標準保険料率の一本化）

・統一の第二段階
・Ｎ年度の達成を目指す

・・・
etc

条例減免
の取扱

収納率の取
扱

地単事業
の減額調整分
の取扱

県⇔市町
公費
の取扱

保健事業・
任意給付等
の取扱

諸条件の統一

Ⅰ事業費納付金

市町保有
基金の取扱

Ⅲ　保険料率の統一
（完全統一）

・統一の最終段階（最終目標）
・ＮＮ年度の達成を目指す

Ⅰ　事業費納付金
　・各市町が県に納付する金額
　・県の保険給付費等に充当

Ⅱ　標準保険料率
・市町ごとの必要額（保健事業費等、
　全市町に関わる費用）等の条件を
　Ⅰに加味して、県が算定する率
・市町がⅢを算定する際の参考値

Ⅲ　保険料率
・市町ごとの必要額（Ⅱの費用以外）等　
 の条件をⅡに加味して、　市町が算定
 する率　
・被保険者に実際に賦課される値

保険料・税
の取扱

赤字繰入
の解消 ※

※財政健全化のため、前倒しして取組を実施

保険料水準の統一に向けた進め方
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「納付金ベースの統一」とは・・・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

統一の第一段階として

第３期運営方針（Ｒ６～Ｒ11年度）における統一の目標

「納付金ベースの統一」を目指します。

納付金（保険料）が急激に変動しないよう、算定方法は段階的に変更します。
納付金が増加する市町の負担軽減のため、財政支援を実施します。

・各市町が県に納付する事業費納付金に、
　市町の医療費水準の差異を反映させない算定方法 とすること。
・県内市町全体で医療費を支え合う。
・医療費水準が低い市町では、納付金（保険料）が増加する場合がある。
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「納付金ベースの統一」イメージ

応能(所得)分 応益(人数)分

医療費水準
Ａ市 Ｂ市 Ｃ町 Ａ市 Ｂ市 Ｃ町

所得水準で按分 被保険者数で按分

21

応能(所得)分 応益(人数)分

医療費水準 Ａ市 Ｂ市 Ｃ町 Ａ市 Ｂ市 Ｃ町

所得水準で按分 被保険者数で按分

安くなる
高くなる



静岡県の国保が目指す統一の目標

「保険料率の統一（完全統一）」とは・・・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

最終目標として

「保険料率の統一（完全統一）」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を目指します。

将来にわたって持続可能で、安心して医療を
受けられる国保制度を目指していきます。

・県内のどこに住んでいても、同じ所得水準、同じ世帯構成であれば、同じ保険料
　となること。
・現在は市町によって異なる保険料率を統一すること。
・保健事業や減免基準、事務の取扱など、原則すべてを統一。
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統一に向けた県と市町の取組

　
・県全体の収納率向上（高水準での　　
　平準化）を目指す。

・保険者規模別の目標収納率を設定し、
　市町は達成に向けて取組を行う。
　

収納率

・予防・健康づくりや重症化予防等の
　保健事業を行い、医療費適正化を推
　進する。

・特定健診受診率、特定保健指導実施
　率の向上を目指す。

医療費適正化

・財政健全化の観点から、一般会計　
　から決算補填を目的とした特別会計
　への繰入（赤字繰入）を解消する。

・令和９年度までに赤字繰入市町ゼロ
　を目指す。・

赤字繰入

・令和９年度までに保険料賦課方式の
　統一を目指す。

・市町は段階的に賦課方式を改定して
　いく。

保険料賦課方式

・・・など　
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評価指標 2021年度 2022年度
2023年度
（速報値）

2029年度
（目標）

保険者規模別収納率目標達成市町  （目標値）  23／35 24／35 23／35

35／35

３千人未満 97.13% ２／５ ４／５ ３／５

３千人以上 １万人未満 95.53% ６／13 ５／13 ６／14

１万人以上 ５万人未満 94.17% 12／14 13／15 12／14

５万人以上 10万人未満 92.08% １／１ ０／０ ０／０

10万人以上 92.27％ ２／２ ２／２ ２／２

【保険者規模別の目標達成状況】

収納率向上の取組

１位  島根県 96.31%

47位 東京都 88.55%

  2018年度    　　　2019年度     　　 2020年度      　　 2021年度　　　　2022年度　　　　2023年度　　
１位  島根県 96.15%

47位 東京都 88.92%

１位  島根県 96.64%

47位 東京都 90.26%

１位  島根県 96.75%

47位 東京都 91.43%

１位  島根県 96.82%

47位 東京都 91.31%

９３．４４％

（全国32位）

９３．６８％
(全国30位）

0.24ポイントUP

９４．２３％
（全国32位）

0.55ポイントUP ９４．８４％
（全国30位）

0.61ポイントUP

９４．８７％
【速報値】

９４．９０％
（全国28位）

0.06ポイントUP 0.03ポイントDOWN
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【赤字繰入れを行った市町数等】 

赤字削減・解消の取組

区　　分 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 
2027年度 
（目標） 

赤字繰入れを 
行った市町数 

７市町 ２市町 ２市町 １市 １市 １市 ０ 

赤字繰入額 ６億円 2.8億円 5.2億円 6.3億円 4.2億円 4.7億円 ０ 
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保険料賦課方式統一の取組

【現　状】 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   （2024年度）

区　　分 
２方式

（所得割・均等割）
３方式（所得割・
均等割・平等割）

４方式（所得割・資産
割・均等割・平等割）

医 療 分 ０市町 32市町 ３市町

後 期 分 ３市町 32市町 ０市町

介 護 分 31市町 ３市町 １市町

【目　標】　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

評価指標 現状（2024年度） 目標（2027年度）

統一賦課方式(※)を採用している市町 27／35 35／35

※統一賦課方式　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

区　　分 所得割 資産割 被保険者均等割 世帯別平等割

医療分(３方式) ○ － ○ ○

後期分(３方式) ○ － ○ ○

介護分(２方式) ○ － ○ －
27



医療費適正化の取組 ①

※（　　）は全国順位

特定健康診査受診率向上のための市町の取組

　・集団健診の実施
　・がん検診との同時実施
　・歯科健診との連携
　・健診実施日時の工夫　など

評価指標 
2021年度

(法定報告値）
2022年度

(法定報告値）
2029年度
（目標）

特定健康診査受診率
36.3％

（27位）
37.3％

（28位）
60％以上

特定保健指導実施率
37.9％

（17位）
38.6％

（17位）
60％以上
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 県の取組として、市町国保における保健事業を支援するための

「国保ヘルスアップ支援事業」を展開

目的 対応事業

人材育成
・保健指導研修（H30～）
・広報戦略研修（H30～）

体制整備 ・市町データヘルス計画支援（H30～）

普及・啓発
・特定健診未受診者に対する広報（R5～）　
・高血圧対策(特定健診会場でベジチェック)（R5～）

分析事業
・ポリファーマシー（※）対策分析事業（R6新規）
　※ 多くの薬を飲むことにより、薬の相互作用や飲み間違い、飲み忘れ等により

　　  正しく薬を飲めなくなることから引き起こされる副作用などの有害事象のこと。

医療費適正化の取組 ②

ＰＲ動画作成
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【令和６年度の主な事業】



◆ 令和６年１月～

　 出産する被保険者の産前産後期間相当分（４か月間）の保険料

　（均等割額、所得割額）を免除

◆ 令和６年10月１日～

　 短時間労働者等への被用者保険の適用拡大

　 国保離脱、被用者保険加入者の増加

◆令和６年12月２日～

　 現行の健康保険証は新たに発行されなくなり、マイナ保険証を基本とする仕組み

　 に移行（現行の紙の被保険者証は令和７年７月31日まで使用可能）

◆令和８年４月１日～

　少子化対策強化の財源となる「子ども・子育て支援納付金」の導入

　医療保険者が従来分の保険料と合わせて支援金の賦課・徴収を開始

 

国保をめぐる最近の動向
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